
１．継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況は存在しておりません。

２．重要な会計方針

（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

１．満期保有目的の債券・・・・・・・・・・移動平均法による原価法を採用しております。

ただし、債券金額と異なる価額で取得した債券で、

当該差額が金利の調整とみとめられるもので、重要性

のあるものについては、償却原価法によっております。

2.その他の有価証券

①　時価のあるもの・・・・・・・・・・・ 当期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動

平均法により算定）によっております。

②　時価のないもの・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法によっております。

（２）　固定資産の減価償却の方法

１．有形固定資産

①　建物附属設備・・・・・・・・・・・・ 定率法による減価償却を実施しております。

②　什器備品・・・・・・・・・・・・・・・・ 定率法による減価償却を実施しております。

２．無形固定資産

①　ソフトウェア・・・・・・・・・・・・・・・ 定額法による減価償却を実施しております。

②　商標権・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 定額法による減価償却を実施しております。

（３）　引当金の計上基準

１．賞与引当金

役職員の賞与の支給に備えるため、支給対象期間に対応する支給見込額を計上しております。

２．役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、本会の役員報酬及び費用に関する規程に基づき

各事業年度末に期末要支給額を計上しております。

３．退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当期末日における退職給付債務（当期末自己都合要

支給額）に基づき、当期末日において発生していると認められる額を計上しております。

（４）　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めております。

（５）　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

62,265,027 190,242,565 185,461,895 67,045,697

23,380,686 14,833,551 30,959,751 7,254,486

965,298,712 204,413,318 179,989,657 989,722,373

475,050,068 48,697,769 0 523,747,837

1,525,994,493 458,187,203 396,411,303 1,587,770,393

特定資産

6,520,000 3,261,232 1,232 9,780,000

283,639,285 14,560,028 1,625,000 296,574,313

42,676,623 7,110 22,895,400 19,788,333

408,704,986 21,446 23,919,588 384,806,844

0 28,401,720 21,477,238 6,924,482

741,540,894 46,251,536 69,918,458 717,873,972

2,267,535,387 504,438,739 466,329,761 2,305,644,365

減価償却引当資産

普通預金

定期預金

公社債

株式

小 計

退職給付引当資産

役員退職慰労引当資産

財務諸表に対する注記

合 計

科 目

政策分析センター事業資産

小 計

公益目的事業資産



財務諸表に対する注記

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）

当期末残高
うち指定正味財
産からの充当額

うち一般正味財
産からの充当額

うち負債に
対応する額

基本財産

1,587,770,393 (1,173,945,843) (413,824,550)

1,587,770,393 (1,173,945,843) (413,824,550) (0)

特定資産

9,780,000 (9,780,000)

296,574,313 (296,574,313)

19,788,333 (19,788,333)

384,806,844 (384,806,844)

6,924,482 (0) (6,924,482)

717,873,972 (0) (411,519,659) (306,354,313)

2,305,644,365 (1,173,945,843) (825,344,209) (306,354,313)

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

（単位：円）

取 得 価 額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

63,936,123 49,827,753 14,108,370

52,649,076 46,665,245 5,983,831

66,600,450 11,139,275 55,461,175

315,000 84,000 231,000

183,500,649 107,716,273 75,784,376

６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりです。

（単位：円）

帳 簿 価 額 当 期 末 時 価 評 価 損 益

150,071,873 152,085,000 2,013,127

150,208,621 154,470,000 4,261,379

7,600,000 7,631,920 31,920

2,400,000 2,410,080 10,080

161,273,649 170,768,000 9,494,351

160,569,346 170,336,000 9,766,654

11,123,309 11,116,000 △ 7,309

107,446,315 107,130,000 △ 316,315

53,693,934 53,560,000 △ 133,934

82,622,390 80,556,000 △ 2,066,390

91,300,387 88,928,000 △ 2,372,387

11,412,549 11,116,000 △ 296,549

150,000,000 157,995,000 7,995,000

150,400,203 157,275,000 6,874,797

150,000,000 157,200,000 7,200,000

1,440,122,576 1,482,577,000 42,454,424

政策分析センター事業資産

什 器 備 品

商 標 権

利付国債（３０年）第３５回

利付国債（１０年）第２７７回

利付国債（５年）第８８回

合 計

利付国債（１０年）第２６８回

建 物 附 属 設 備

利付国債（５年）第８８回

ソ フ ト ウ ェ ア

役員退職慰労引当資産

科 目

合 計

利付国債（３０年）第３３回

基本財産維持資産

利付国債（１０年）第３１３回

第８８３回政府保証公営企業債

政府保証第７７回日本高速道路保有・債務返済機構債券

退職給付引当資産

科 目

利付国債（３０年）第２９回

小 計

小 計

減価償却引当資産

科 目

利付国債（３０年）第３１回

合 計

利付国債（３０年）第３１回

利付国債（３０年）第３１回

公益目的事業資産

政府保証第１６回日本政策投資銀行債券

利付国債（１０年）第３０６回



財務諸表に対する注記

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）

金 額

9,545,452

9,443,002

15,900,000

1,720

0

34,890,174

８．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（１）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている金額との関係は以下のとおりです。

215,792,711円 188,511,743円

0円 0円

215,792,711円 188,511,743円

（２）重要な非資金取引は、以下のとおりです。

９．その他

本会が事務局をしております｢ＩＰＰＯ ＩＰＰＯ ＮＩＰＰＯＮ プロジェクト｣の預り金の平成２６年３月３１日現在の残高が

  １５３，８９８，６９０円あります。

特定資産受取利息の振替

前 期 末

経常収益への振替額

基本財産受取配当金の振替

合 計

内 容

当 期 末

現金預金勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

受取寄附金の振替

基本財産受取利息の振替

経常外収益への振替額

当 期 末

なし。 なし。

現金預金勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

現金及び現金同等物 現金及び現金同等物

前 期 末


